共同出願契約書（案）
 学校法人自治医科大学(以下、「甲」という)と●●株式会社(以下、「乙」という)とは、次の発明（以下、「本発明」という）を共同して特許出願するにあたり、次の通り契約（以下、「本契約」という）を締結する。

発明の名称　：

簡単な内容　：
発明者　　　　：（甲）学校法人 自治医科大学
（乙）●●株式会社
第１条（権利の持分）
本発明の特許を受ける権利については、甲および乙で共有し、持ち分を甲：●％、乙：●％とする。ただし、甲は本権利につき自己実施しないことを約する。

第２条（出願およびその手続き）
本発明の特許出願の手続き、登録までの諸手続きおよび登録された場合の権利の保全に関する手続きは乙が行う。ただし、特許庁に対して書類を提出するときは、甲と事前に協議する。

２　甲は乙より依頼があった場合、前項の手続き作業に協力する。

第３条（費用の分担）
第２条（出願およびその手続き）により発生する費用は、乙が負担する。
２  甲および乙は、第７条（第三者との紛争等）および第９条（外国出願）により発生する費用の負担については、その都度協議して定める。

第４条（通知）
乙は、本発明の特許出願に関し、特許庁から出される指令、通知、決定、審決等があったときは、その都度その書類の写しを甲に送付する。なお、乙が代理人に手続を代行させている場合には、当該代理人より前記写しを送付できる。

第５条（実施および実施許諾）

乙は、本件特許の出願又は本件特許に係わる発明を商品化する場合は、甲に対して甲の寄与、乙が要した出願費用等を考慮に入れて両者合意する妥当な対価を支払うものとする。
２　甲および乙は、本発明の実施を第三者へ許諾する場合、事前に相手方の書面による許諾を得るものとし、実施許諾の条件等は別途甲乙協議して決定する。

３　甲および乙は、第三者より実施料を取得した場合、権利の持分および実施料発生過程における寄与率等を鑑み、甲乙別途協議し配分する。

第６条（持分放棄）
甲または乙が、本発明の特許を受ける権利またはこれに基づく特許権（以下、｢本特許権｣という）の保有を希望しなくなった場合は、甲乙協議の上、自己の持分を放棄することができるものとし、当該権利の持分を放棄した者は、第３条に定める爾後の費用の負担を免れるものとする。

第７条（第三者との紛争等）
甲および乙は、本発明の特許出願もしくは、本特許権に関し、異議申立、審判、侵害等第三者との間に紛争が生じた場合には、甲、乙相互に協力して対処する。

第８条（発明補償）
甲および乙は、本発明の特許を受ける権利を発明者から承継するための対価、報償金等については、それぞれ、自己に所属する当該発明者に対してのみ、これを支払うものとする。万一、当該発明者から、かかる承継の有効性、かかる対価、報償金等の相当性に対する異議を理由として、本契約当事者に対し、損害賠償その他の何らかの請求がなされた場合、当該発明者が所属していた本契約当事者が、これを自らの費用と責任で処理解決し、相手方当事者には一切損害、損失、費用等を生ぜしめないものとする。
第９条（外国出願）
甲および乙は、本発明について外国出願する場合には、その取り扱いについて別途協議して定める。

第１０条（改良発明等の単独出願）
甲および乙は、本発明を改良し、または本発明をもとにして発明または考案をし、特許出願または実用新案登録出願をするときは、事前に相手方に承諾を得なければならない。

第１１条（秘密保持）
甲および乙は、本発明の内容につき、これが出願公開になった場合、または第三者の公表により公知となった場合、ならびに相手方の同意を得たものを除き、第三者に開示してはならない。

第１２条（解約）
甲および乙は、相手方が次の各号の一に該当する場合は、相手方にその旨を通知し、通知後３０日以内にその事態が改められない場合には、本契約を解除することができる。
（１）正当な理由なく本契約の遂行に協力しないとき。
（２）本契約の遂行に関して不正または不当な行為があったとき。
（３）本契約に違反したとき。

第１３条（損害の賠償）
甲および乙は、本契約に違反して相手方に損害を与えた場合は、その損害に対して賠償の責任を負わねばならない。

第１４条（有効期間）
本契約は、本契約の締結日から、本特許権の満了日まで有効とする。但し、次の各号の一に該当するときは、その該当する日に終了する。
（１）本発明の特許出願が取り下げられまたは無効になったとき。
（２）本発明の特許出願について拒絶する旨の査定または審決が確定したとき。
（３）本特許権について無効の審決が確定したとき。
（４）甲または乙が本発明に基づいて得た持分を放棄したとき。

第１５条（協議）
本契約に定めのない事項、または本契約の解釈について疑義を生じた場合は、甲、乙誠意をもって協議し、これを処理する。

　本契約締結の証として本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各1通を保有する。
年　　月 　　日　

（甲）　　　    栃木県下野市薬師寺3311-1　　　

学校法人 自治医科大学　　　

　　　　　　　　　　　　　　理事長　大石 利雄　　　


（乙）　　■■■■■■■■■■■■■■　　　


●●株式会社　　　



　　　　代表取締役社長　○○○○　　　　
